
公社等外郭団体の平成１６年度決算に基づく経営状況等の概要                         

 

１．法 人 数 ・役 職 員 数   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．財 務 状 況  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．県 からの財 政 支 出 の状 況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．県 からの貸 付 金 ・出 資 金 等                          

 

 

 

 

 

平 成 １ ５ 年 度 ⇒ 平 成 １ ６ 年 度  

 

 

 

  

      

       

 

    

① 単 年 度 収 支 （ 当 期 損 益 ・ 正 味 財 産 増 減 額 ）  
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単 位 ： 百 万 円  

△ 5,064 
△ 6,339 

△ 44,125 

△ 5,222 

△ 1,299 

△ 3,291 

単 位 ： 億 円  
2,522 2,478 2,378 

② 累 積 損 益 （ 公 益 法 人 会 計 の 場 合 は 基 本 金 等 を 除 く 正 味 財 産 額 ）   
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△103,613 

単 位 ：百 万 円  
38,197 

△ 100,950 

△ 3,861 

△ 95,928 

△ 4,287 

東 葉 高 速 鉄 道 （ 株 ）  

△ 80,690 百 万 円  

千 葉 都 市 モ ノ レ ー ル  

△ 19,923 百 万 円  

245 272
592 419 415 

663 

○法 人 数  ５ ２ 法 人 ⇒ ５ ０ 法 人  ２ 法 人 減 （廃 止 １、指 導 対 象 外 １） 
 
（参 考 ）平 成 １７年 ４月 １日 現 在  ４９法 人 （さらに１法 人 減 ） 

 ○役 職 員 数  ３ ， ４ ２ ９ 名 ⇒ ３ ， １ ３ １ 名  ２ ９ ８ 名 減  
 

（参 考 ）平 成 １７年 ７月 １日 現 在 ２，７７９名 （さらに３５２名 減 ） 

住 宅 供 給 公 社  

△ 41,226 百 万 円  

(分 譲 資 産 の 評 価 損 の 計 上 に

よ る ) 

平 成 １ ５ 年 度 ⇒ 平 成 １ ６ 年 度  

 ・ 総 額 ４ ７ ３ 億 ８ 千 万 円 ⇒ ３ ９ ０ 億 １ 千 ５ 百 万 円   ８ ３ 億 ６ 千 ５ 百 万 円 の 減 少  

  

 

 

  主 な 要 因  

 身体障害者福祉  ４５億３千１百万円⇒２１億６千３百万円 

   事業団      （利用料金制度の導入に伴うリハセンター管理委託の減少等） 

   下水道公社   １００億６千７百万円⇒７８億７千５百万円 

          （施設の維持管理業務の一部県直営化等） 

 

 

 

 

  主 な 要 因  

   住宅供給公社   １３億７千万円⇒６億３千７百万円 

           （区画整理事業補助の減少等） 

   社会教育施設   １７億９千１百万円⇒１５億２千８百万円 

   管理財団    （青年の家宿泊事業２所の廃止による減少等）    

○ 委 託 料   ３７１億３千１百万円⇒３０７億３千万円      

６４億１百万円減少 

○ 補 助 金 ・ 交 付 金 ・ 負 担 金  

      １０２億４千９百万円⇒８２億８千５百万円     

１９億６千４百万円減少 

平 成 １ ５ 年 度 ⇒ 平 成 １ ６ 年 度  

  

・ 総 額 １ ３ ３ 億 ８ 百 万 円 ⇒ ４ １ ６ 億 ９ 千 ９ 百 万 円   ２ ８ ３ 億 ９ 千 １ 百 万 円 の 増 加  

主 な 要 因  

住宅供給公社   １２億９千３百万円⇒３１８億９千５百万円 

           （民事調停法１７条決定による県からの貸付金の増加等）  

③ 借 入 金 残 高 の 状 況 （ 平 成 １ ５ 年 度 ⇒ 平 成 １ ６ 年 度 ）  

  ・ ２ ， ４ ７ ８ 億 円 ⇒ ２ ， ３ ７ ８ 億 円  １ ０ ０ 億 円 の 減 少    

   

0

5 0 0

1 0 0 0

1 5 0 0

2 0 0 0

2 5 0 0

3 0 0 0

１ ４ 年 度 １ ５ 年 度 １ ６ 年 度

借 入 金 残 高

う ち 県 か ら の 借 入 金
残 高

う ち 県 の 債 務 保 証 又
は 損 失 補 償 の 対 象 と
な る 借 入 金 残 高

 


